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期
間

定
額

基
準

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。
  

 
数

理
計

算
上

の
差

異
は

、
各

事
業

年
度

の
発

生
時

に
お

け
る

職
員

の
平

均
残

存
勤

務
期

間
以

内
の

一
定

の
年

数
(９

年
)に

 

よ
る

定
額

法
に

よ
り

按
分

し
た

額
を

そ
れ

ぞ
れ

発
生

の
翌

事
業

年
度

か
ら

費
用

処
理

す
る

こ
と

と
し

て
お

り
ま

す
。

 

  
６

 
貸

倒
引

当
金

の
計

上
基

準
 

債
権

の
貸

倒
れ

に
よ

る
損

失
に

備
え

る
た

め
、

一
般

債
権

に
つ

い
て

は
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
、

破
産

更
生

債
権

等
の

特
定

 

の
債

権
に

つ
い

て
は

、
個

別
に

回
収

可
能

性
を

勘
案

し
、

回
収

不
能

見
込

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。
 

  
７

 
有

価
証

券
の

評
価

基
準

及
び

評
価

方
法

 

 
 

 
満

期
保

有
目

的
債

券
に

つ
い

て
は

、
償

却
原

価
法

（
定

額
法

）
に

よ
っ

て
お

り
ま

す
。

 

 
 

 
 

 
８

 
棚

卸
資

産
の

評
価

基
準

及
び

評
価

方
法

 

 
 (1)  

医
薬

品
 

  先
入

先
出

法
に

基
づ

く
低

価
法

  

(2) 
診

療
材

料
 

先
入

先
出

法
に

基
づ

く
低

価
法

  

(3) 
貯

蔵
品

 
 

先
入

先
出

法
に

基
づ

く
低

価
法

 

 

９
 

消
費

税
等

の
会

計
処

理
 

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
は

、
税

抜
方

式
に

よ
っ

て
お

り
ま

す
。

 

な
お

、
固

定
資

産
に

係
る

控
除

対
象

外
消

費
税

等
は

発
生

事
業

年
度

の
費

用
と

し
て

処
理

し
て

お
り

ま
す

。
 

 Ⅱ
 

損
益

計
算

書
関

係
 

１
 

国
又

は
地

方
公

共
団

体
か

ら
の

受
託

に
よ

る
収

益
 

そ
の

他
医

業
収

益
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 ,391,809,143
円

 

 

２
 

過
年

度
損

益
修

正
益

の
内

訳
 

 
 

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

対
応

に
係

る
謝

金
（

過
年

度
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
408,07

3,29
8

円
 

 
 

そ
の

他
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
119,08

0,78
3

円
 

 
 

 
合

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
527,15

4,08
1

円
 

 Ⅲ
 

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー
計

算
書

関
係

 

 
１

 
資

金
の

期
末

残
高

と
貸

借
対

照
表

に
掲

記
さ

れ
て

い
る

科
目

の
金

額
と

の
関

係
 

現
金

及
び

預
金

勘
定

 
 

 
  

 
 

 
 

 
 

     
       

          , 9
1,0

13,71
2,588

円
 

資
金

期
末

残
高

  
    

 
 

 
 

 
 

 
 

       
       

          , 9
1,0

13,71
2,588

円
 

 

 
２

 
重

要
な

非
資

金
取

引
 

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ

ー
ス

に
よ

る
資

産
の

取
得

 
 

  
 

 
 

 
,   5

,823,337
,000

円
 

 
 

9

注
 
記

 事
 項

 

 
「

地
方

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

及
び

地
方

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

注
解

」（
令

和
４

年
８

月
31

日
改

訂
）

並
び

に
「『

地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
及

び
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
注

解
』

に
関

す
る

Ｑ
＆

Ａ
【

公
営

企
業

型
版

】」（
令

和
６

年
３

月
改

訂
）（

以
下

「
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
等

」
と

い
う

。）
を

適
用

し
て

、
財

務
諸

表
等

を
作

成
し

て
お

り
ま

す
。

 

な
お

、
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
等

の
う

ち
、

収
益

認
識

に
関

す
る

会
計

基
準

の
導

入
に

よ
る

改
訂

内
容

に
つ

い
て

は
、

令
和

６
事

業
年

度
か

ら
適

用
し

ま
す

。
 

 Ⅰ
 

重
要

な
会

計
方

針
 

 
１

 
運

営
費

負
担

金
収

益
の

計
上

基
準

 

 
 

 
期

間
進

行
基

準
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。
 

  
２

 
運

営
費

交
付

金
収

益
の

計
上

基
準

 

 
 

 
費

用
進

行
基

準
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。
 

 
 

 
た

だ
し

、
が

ん
検

診
事

業
に

つ
い

て
は

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

て
お

り
ま

す
。

 

  
３

 
減

価
償

却
の

会
計

処
理

方
法

 

 
 (1) 

有
形

固
定

資
産

 

 
 

 
 

定
額

法
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。
 

 
 

 
 

な
お

、
主

な
資

産
の

耐
用

年
数

は
以

下
の

と
お

り
で

す
。

 

建
物

 
 

 
 

３
年

～
50

年
 

構
築

物
 

 
 

７
年

～
50

年
 

器
械

備
品

 
 

２
年

～
20

年
 

車
両

 
 

 
 

２
年

～
2７

年
 

(2) 
無

形
固

定
資

産
 

 
 

 
 

定
額

法
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。
 

 
 

 
 

な
お

、
法

人
内

利
用

の
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
に

つ
い

て
は

、
法

人
内

に
お

け
る

利
用

可
能

期
間

（
５

年
）

に
基

づ
い

て
償

却
 

 

し
て

お
り

ま
す

。
 

 
 (3) 

所
有

権
移

転
外

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ

ー
ス

取
引

に
係

る
リ

ー
ス

資
産

 

リ
ー

ス
期

間
を

耐
用

年
数

と
し

、
残

存
価

額
を

零
と

す
る

定
額

法
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。
 

  
４

 
賞

与
引

当
金

の
会

計
基

準
 

 
 

 
役

職
員

に
対

し
て

支
給

す
る

賞
与

に
備

え
る

た
め

、
当

事
業

年
度

に
負

担
す

べ
き

支
給

見
込

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。 

 

 
５

 
退

職
給

付
に

係
る

引
当

金
の

計
上

基
準

 

 
 

 
職

員
の

退
職

給
付

に
備

え
る

た
め

、
当

事
業

年
度

末
に

お
け

る
退

職
給

付
債

務
の

見
込

額
に

基
づ

き
計

上
し

て
お

り
ま

す
。 

 
退

職
給

付
債

務
の

算
定

に
あ

た
り

、
退

職
給

付
見

込
額

を
当

事
業

年
度

末
ま

で
の

期
間

に
帰

属
さ

せ
る

方
法

に
つ

い
て

は
 

8
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当
法

人
は

、
職

員
の

退
職

給
付

に
充

て
る

た
め

、
非

積
立

型
の

退
職

一
時

金
制

度
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。
当

該
制

度
で

 

は
、

給
与

と
勤

務
期

間
に

基
づ

い
た

一
時

金
を

支
給

し
て

お
り

ま
す

。
 

  
２

 
確

定
給

付
制

度
 

 
 (1) 

退
職

給
付

債
務

の
期

首
残

高
と

期
末

残
高

の
調

整
表

 

 
 

 
期

首
に

お
け

る
退

職
給

付
債

務
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 5

7,722,34
2,48

9
円

 

 
 

 
 

勤
務

費
用

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 11 1   
    3,921,20

8,97
5

円
 

 
 

 
 

利
息

費
用

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 1 113, 
 

 
 202,028,20

7
円

 

 
 

 
 

数
理

計
算

上
の

差
異

の
当

期
発

生
額

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
      

  △
3,846,60

0,99
7

円
 

 
 

 
 

退
職

給
付

の
支

払
額

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  

     
 

  △
2,951,348,37

3
円

 

 
 

 
期

末
に

お
け

る
退

職
給

付
債

務
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
1 

   
     

 
   5

5,047,63
0,30

1
円

 

  
 (2) 

退
職

給
付

債
務

と
貸

借
対

照
表

に
計

上
さ

れ
た

退
職

給
付

引
当

金
の

調
整

表
 

 
 

 
非

積
立

型
制

度
の

未
積

立
退

職
給

付
債

務
 

 
 

 
 

 
 

 
1         

 
55,047,630,30

1
円

 

 
 

 
未

認
識

数
理

計
算

上
の

差
異

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1 
 

       1  
 

 
5,681,415,50

1
円

 

 
 

 
退

職
給

付
引

当
金

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
   1 

    
    

   
 

60,729,045,80
2

円
 

    (3) 
退

職
給

付
に

関
連

す
る

損
益

 

 
 

  勤
務

費
用

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
    

  
 

 
 3,921,20

8,975
円

 

 
 

  利
息

費
用

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  

    2    
  .  

     
    202,02

8,20
7

円
 

 
 

  数
理

計
算

上
の

差
異

の
当

事
業

年
度

の
費

用
処

理
額

 
   2    

  .  
     

  △
229,35

1,80
7

円
 

 
 

 
  合

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
        

        
    3,893,88

5,37
5

円
 

    (4) 
数

理
計

算
上

の
計

算
基

礎
に

関
す

る
事

項
 

 
 

  期
末

に
お

け
る

主
要

な
数

理
計

算
上

の
計

算
基

礎
（

加
重

平
均

で
表

し
て

お
り

ま
す

。）
 

 
 

  
 割

引
率

 
0.78% 

 Ⅷ
 

オ
ペ

レ
ー

テ
ィ

ン
グ

・
リ

ー
ス

取
引

関
係

 

 
 

 
未

経
過

リ
ー

ス
料

 
 

 
 

 
 

 
 

 
一

年
以

内
 

 
 

 
 

 
      

   , 22
3,023,44

0
円

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
一

年
超

            
        

      268,27
4,60

0
円

 

 
 

Ⅸ
 

重
要

な
債

務
負

担
行

為
 

 
 

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

 Ⅹ
 

金
融

商
品

に
関

す
る

事
項

 

 
１

 
金

融
商

品
の

状
況

に
関

す
る

事
項

 

 
 

 
資

金
運

用
に

つ
い

て
は

、
短

期
的

な
預

金
等

に
限

定
し

、
設

立
団

体
か

ら
の

借
入

に
よ

り
資

金
を

調
達

し
て

お
り

ま
す

。 

1
1

Ⅳ
 

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

関
係

 

 
１

 
公

営
企

業
型

地
方

独
立

行
政

法
人

の
業

務
運

営
に

関
し

て
住

民
等

の
負

担
に

帰
せ

ら
れ

る
コ

ス
ト

 

 
 

 
行

政
コ

ス
ト

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

        
            

        
  256,061,56

4,34
1

円
 

 
 

 
自

己
収

入
等

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  

        
            

        
△

171,907,78
4,86

4
円

 

 
 

 
機

会
費

用
 

 
 

 
 

 
 

        
        

       
 

 
        

    8,761,48
4,19

4
円

 

 
 

 
公

営
企

業
型

地
方

独
立

行
政

法
人

の
業

務
運

営
に

関
し

て
 

住
民

等
の

負
担

に
帰

せ
ら

れ
る

コ
ス

ト
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
       92,91

5,263,67
1

円
 

 
 

 
（

内
数

）
減

価
償

却
充

当
補

助
金

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

6,850,76
8,81

4
円

 

   ２
 

機
会

費
用

の
計

上
方

法
 

(1) 
国

又
は

地
方

公
共

団
体

の
財

産
の

無
償

又
は

減
額

さ
れ

た
使

用
料

に
よ

る
賃

借
取

引
か

ら
生

ず
る

機
会

費
用

の
計

算
 

方
法

 

 
近

隣
の

地
代

や
賃

貸
料

等
を

参
考

に
計

算
し

て
お

り
ま

す
。

 

 
 (2) 

地
方

公
共

団
体

出
資

か
ら

生
ず

る
機

会
費

用
の

計
算

に
使

用
し

た
利

率
 

 
10

年
利

付
国

債
の

令
和

６
年

３
月

末
利

回
り

を
参

考
に

0.725％
で

計
算

し
て

お
り

ま
す

。
 

 
 (3)  

国
又

は
地

方
公

共
団

体
と

の
人

事
交

流
に

よ
る

出
向

職
員

か
ら

生
ず

る
機

会
費

用
の

計
算

方
法

 

 
 

 
 

当
該

職
員

が
国

又
は

地
方

公
共

団
体

に
復

帰
後

退
職

す
る

際
に

支
払

わ
れ

る
退

職
金

の
う

ち
、

公
営

企
業

型
地

方
独

立

行
政

法
人

で
の

勤
務

期
間

に
対

応
す

る
部

分
に

つ
い

て
、

給
与

規
則

に
定

め
る

退
職

給
付

支
給

基
準

等
を

参
考

に
計

算
し

て
お

り
ま

す
。

 

 Ⅴ
 

固
定

資
産

の
減

損
関

係
 

１
 

固
定

資
産

の
グ

ル
ー

ピ
ン

グ
方

法
 

継
続

的
に

収
支

の
把

握
を

行
っ

て
い

る
各

施
設

単
位

を
１

つ
の

資
産

グ
ル

ー
プ

と
し

た
う

え
で

、
重

要
な

遊
休

資
産

に
つ

い
て

は
別

途
独

立
し

た
資

産
グ

ル
ー

プ
と

し
て

扱
っ

て
お

り
ま

す
。

 

 

２
 

共
用

資
産

の
概

要
及

び
減

損
の

兆
候

の
把

握
等

に
お

け
る

取
扱

い
方

法
 

本
部

資
産

に
つ

い
て

は
独

立
し

た
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

を
生

み
出

さ
な

い
た

め
、

共
用

資
産

と
し

て
グ

ル
ー

ピ
ン

グ
し

 

て
お

り
ま

す
。

ま
た

、
当

該
資

産
に

係
る

減
損

の
兆

候
の

把
握

等
に

つ
い

て
は

、
法

人
全

体
を

基
礎

と
し

て
判

定
し

て
お

り
 

ま
す

。
 

 Ⅵ
 

PFI
関

係
 

PF
I

に
よ

る
サ

ー
ビ

ス
部

分
の

対
価

の
支

払
予

定
額

 

貸
借

対
照

表
日

後
一

年
以

内
の

PFI
期

間
に

係
る

支
払

予
定

額
    

  ,       ,4
5,943,53

0,000
円

 

貸
借

対
照

表
日

後
一

年
を

超
え

る
PFI

期
間

に
係

る
支

払
予

定
額

  
   

     
  7

9,076,89
5,

813
円

 

 Ⅶ
 

退
職

給
付

関
係

 

 
１

 
採

用
し

て
い

る
退

職
給

付
制

度
の

概
要

 

1
0




